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日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

●真実がわかる 明日が見える―「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。（日刊紙3400円/日曜版800円）

いま野田内閣は、11月のＡＰＥＣ（アジア太平
洋協力会議）で、アメリカに「ＴＰＰに日本も参
加します」というお土産を持っていきたいという
一心で、暴走を始めています。

日本共産党は、「ＴＰＰへの暴走を許さない国民的

な共同をよびかけます」というアピールを発表。農協

や漁協、医師会などの皆さんと連帯すると同時に、全

国でＴＰＰへの暴走ストップの緊急の宣伝・署名行動

や、緊急集会、各界との懇談にとりくんでいます。

アメリカの主要経済団体が環太平洋連

携協定（ＴＰＰ）で市場開放の例外を認

めないよう政府に圧力をかけています。

４５団体がオバマ大統領に連名の書簡

を送りました。米商工会議所、全米製造

業者協会、米国農業連合、米国研究製薬

工業協会、証券業・金融市場協会などが

名を連ねています。

街頭で訴える（左から）もとむら伸子、かわえ明美両氏

ＴＰＰ参加について政府は
離脱もありうると主張してい
ます。しかし、米国のバーバ
ラ・ワイゼル首席交渉官は28
日、「参加の決断は前もって
なされるべきだ。真剣な意志
を持たない国には来てもらい
たくない」と述べました。交
渉離脱はごまかしの議論です。

ＴＰＰ参加反対運動が広がるなかで、
これまで態度を明確にしてこなかった自
民党や公明党の各議員からも慎重な対応
を求める意見が、いま相次いでいます。

書簡は、「いかなる分野、生産物、サービスも市
場開放や貿易・投資の中核的ルールから除外しては
ならない」と主張。「除外規定は、米国の企業、労
働者が得る経済的好機を減らし、米国の競争力を低
下させる」と、あからさまに自分たちの利益を強調
しています。
野田首相は、こうした問題だらけのＴＰＰについ

て10月28日の所信表明演説でも、交渉参加の方針を
繰り返し、国民の批判には一切答えませんでした。



（写真）米国通商代表部の

「2011年外国貿易障壁報告

書」の表紙と対日市場開放

要求関連の記述の一部

米国の業界団体や議員が、米政府に環太平洋連携協定（ＴＰＰ）

交渉との関係で露骨な対日要求をしています。

日本経団連などが毎年開いている「日米財界人会議」の米側主

催団体「米日経済協議会」が『ＴＰＰへの日本参加の実現に向け

て』と題する白書を７日に発行。そのなかで「農業改革、規制・

基準の緩和」「税関の手続き・ルールの効率化、政府調達の透明

性とプロセスの改善」、日本郵政などとの「対等な競争条件の確

立」など包括的な要求を掲げています。

コメの除外無しを求めたのは共和党議員。超党派の上院議員２

７人は米国産牛肉の輸入制限の緩和を迫っています。

上院議員２８人が大統領への書簡で、「米通商代表部は、米国

の製薬企業の要求通り、ＴＰＰ交渉においてバイオ医薬品に従来

の医薬品よりも強力な特許保護を求めていく旨示唆した」と述べ

ました。

こうした要求の多くは、米国通商代表部（ＵＳＴＲ）の「２０

１１年外国貿易障壁報告書」で示された対日市場開放要求と一致。

米国業界団体の意のままに、日本に市場開放やルール変更を迫ろ

うとしていることが改めて浮き彫りになっています。


